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クラウド・コンピューティングとは
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インターネット上の各種コンピュータリソースを必
要に応じサービスとして利用する

インターネット上のコンピュータリソースの提供

・SaaS(Software as a Service)
・PaaS(Platform as a Service)
・IaaS(Infrastructure as a Service)
・HaaS（Hardware as a Service) 
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総務省が実施する「自治体クラウド開発実証事業」において、地方自治情報センターは、標準仕様書を実証団体に対し提示
することとなっており、「自治体クラウド連携基盤」、「データバックアップサーバ」等を構築するための「自治体クラウド開発実証
に係る標準仕様書」を作成する研究開発事業を実施している。

自治体クラウド開発実証に係る標準仕様書 概要 

 

1. 標準仕様書の作成に係る方針 

標準仕様書は「自治体クラウド開発実証事業」における、自治体クラウド連携基盤に相当す

るシステムの技術仕様（バックアップ含む）について定める。地方公共団体や ASP・SaaS 事業

者が提供する業務サービス及び「自治体クラウド開発実証事業」での実証シナリオに関しては、

記載の対象外とする。 
 
標準仕様書の作成に当たっては、次の３つのポイントを考慮する。 
 
① 「自治体クラウド開発実証事業」での取組内容 

平成 21 年度に実証実験として実証団体が取り組む内容【現状モデル（STEP1）】と、将

来自治体クラウドとして見据えておくべき内容【将来モデル（STEP2）】に分ける。 
 

② 総合行政ネットワーク（LGWAN） 
自治体クラウドのネットワークとして LGWAN の利用が前提となっており、将来の拡張

に向けた議論も開始されたことから、現在と将来の LGWAN を考慮した記述を行う。 
 

③ クラウド関連技術の実現可能性 
既に多数の実績があり導入の効果がすぐに得られる技術と、将来的な導入を視野に入れ

るべき技術が存在することから、現在導入可能な技術と将来的に有望な技術という観点を

考慮した記述を行う。 
 

上記を踏まえ、標準仕様書は次の内容で構成する。 

自治体クラウド標準仕様書 
 

【現状モデル（STEP1）に必要な機能】 
・ 平成 21 年度の「自治体クラウド実証事業」にて、実証実験の対象となる機能。 
・ 実証団体で実施する必要のある【必須要件】と、任意に選択の上実施する【オプ

ション要件】に分けた記述を行う。 
 

【必須要件】 
バックアップ連携 

・ 業務アプリケーションのデータバックアップ方式（共同利用型業務アプ

リケーションなどのデータバックアップ） 
・ 大規模災害等よるデータ消失回避を目的とした、復旧用バックアップデ

ータの保存方式 
自治体クラウドコンピューティング 

・ サーバを仮想化する際の要件 
 

【オプション要件】 
認証連携 

・ 同一地方公共団体内で、複数のシステム用パスワードを統合する際のシ

ングルサインオン方式 
業務データ連携 

・ 同一地方公共団体内での、業務システム間における業務データ連携方式

 
【将来モデル（STEP2）に必要な機能】 

・ 平成 21 年度の実証実験の対象要件ではないが、将来的に自治体クラウドとして

備えておくことが望ましい機能。 
 
なお、「自治体クラウド開発実証に係る標準仕様書（調達用）」は、上記構成の【現状モデル

（STEP1）に必要な機能】について記述したものである。 
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